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において、子どもと教育を考えるシンポジウム＠世田谷「｢つな
がり』を生かした学校づくり」を開催した。その際、総勢約200
名の参加者全員に配布したパンフレット所収の小文において助'１１
は、次のように述べた('4)。
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文部科学省や各種審議会、部会、ワーキンググループ等を
出所とする近年の答申や報告では、その導入部分をほぼ定位
置として、グローバル化や情報化の急速な進展に伴い、人々
の流動性が高まり、その結果、従来の地域社会において存在
していた様々なつながりが希薄化しつつある、との時局（そ
の都度の現状・’情勢）認識が、毎度のように披瀝されてい
る。また学校は、地域社会において占める役割を問われてお
り、コミュニティ形成の中核、或いは基盤となるように機能
しなければならない、との定型的な指摘も、あちこちで頻繁
に見受けられる。さらに2017年３月３１日に改訂・告示され
た小・中学校学習指導要領では、「社会に開かれた教育課程」
の実現がめざされており、学校外部の資源を積極的に取り入
れた実践を行うことや、教育活動の場を積極的に社会に開い
ていくことが重要とされている。
以上のことから、学校が社会的なつながりを教育活動に取
り入れていくことは、もはや必須であると言ってよいだろ
う。加えて、これからの教職に求められる専門性の一つとし
て、それぞれの教師が同僚や社会とつながり、自らの有する
ネットワークを教育活動に生かしていくことが挙げられてお
り、社会との接点を持つことへの関心が高まっている。
このような状況は、社会関係資本／ソーシャル・キャピタ
ル（socialcapitaDというアカデミックな概念一教育学の術
語としては､デューイ（JohnDewey）の「学校と社会」（The
SchoolandSociety、１８９９年）の中で、最初の用例が見出さ
れる－を用いて説明することができる。社会関係資本とは、
例えば人々が持つ信頼関係や人間関係(社会的ネットワーク）
のこと、それを通じてアクセス可能な資源のこと、他の人に
六
対して抱く信頼や、「持ちつ持たれつ」といった言葉で表現
される互酬性の規範、人々の間の絆であるネットワークのこ
となどと定義され得るものであり、行為者の社会的なつなが
りが､諸活動にどう寄与し得るかを表している｡すなわち｢｢つ
ながり｣を生かした学校づくり」という本シンポジウムのテー
マは、行政文書の脈絡に即しつつ、学術研究の語法をミック
スして表現するならば、新学習指導要領の理念を具現化する
ために、或いはもっと広く、これからの時代にふさわしい教
育実践を創造するために、学校と教師は、社会関係資本をど
のように活用したらよいか、という問いに変換することが可
能である。（以下、省略）
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教育課程を社会に開くという視点や発想それ自体は、中教審答
申や新学習指導要領に固有のものでは決してなく、教育と教育学
の歴史上のどこか、或いは誰かにまで、確実に遡及することがで
きる。例えば「開かれた学校づくり」や「地域とともにある学校
づくり」を志向した近年の施策との連続性を指摘することもまた、
十分に納得がいく。しかし、だからと言って「社会に開かれた教
育課程」という概念が新たに登場したことの意義は、いささかな
りとも減じるわけではない。むしろそれを契機として、実践と研
究が一層活発化し、両方の質が相乗的に高まるとすれば、それは、
大いに歓迎すべきことであろう。本稿は、そうした動向に関与・
貢献することを意図した試みであり、また共同研究の成果の第一
弾として位置づけられるものである。論述が極めて大づかみなレ
ベルにとどまっていることは、もちろん重々承知している。関係
する個別のテーマや事例について深く考察し、精細に論じること
は、第二弾以降の課題としたい。
七
注
（１）教育課程評価の結果に基づいて行われる改訂一改革一改
善の分類については、次の文献から示唆を得た。
安彦忠彦「カリキュラム開発で進める学校改革」明治図
書２００３（平成１５）年ppl38-l40
(２）学習指導要領には、法令文書としての様々な制約がある
のに対し、中教審答申の方は、細部に至るまで、かなり見
えやすい形で表現されている。そのためⅡでは、中教審答
申に沿って論じていくことにする。
(３）宝仙学園は、1９２８（昭和３）年に、弘法大師の綜藝種
智院を模範として、「人を造る」を建学の精神に掲げて創
立された。東京都中野区にあり、２０１８（平成30）年には
創立90周年を迎える。
「宝仙学園80年の歩み」学校法人宝仙学園２００９（平
成21）年ppl3-34
（４）文部科学省教育課程課・幼児教育課編『別冊初等教育
資料」２月号臨時増刊（通巻950号）東洋館出版社
２０１７（平成29）年２月pp40-41
（５）同上ｐｐ７－８
（６）同上pp43-44
ちなみに他の二つについては、次の通りである。
①各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校教
育目標を踏まえた教科等横断的な視点で、その目標
の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していく
こと。
②教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地
域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、
教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一
連のPDCAサイクルを確立すること。
（７）同上ｐ３８
（８）「宝仙学園ガイドブック２０１７－２０１８」学校法人宝仙学
園２０１７（平成29）年５月ｐ１２
（９）https://wwwhosenedjp/jhs/introjhs/#conl（accessed
l9November2017）
(１０）富士晴英「特色ある私学をめざして知的で開放的な広
場一宝仙学園中学・高等学校『理数インター」のこれから
「社会に開かれた教育課程」の概念と実践（助川・坂本）
八
の１０年一」『私学経営」第495号公益社団法人私学
研究会２０１６（平成28）年５月ｐ５
(11）米澤貴史「教科「理数インター」スタート１１」「ピ
タゴラ通信」第１２号（創立１０周年記念増刊号）宝仙学
園理数インター父母会２０１６（平成28）年１０月ｐ６
(12）「ＮＥＷＳ教科『理数インター』２年目スタート！」
「２０１８宝仙学園中学校共学部理数インター」宝仙学園
入試広報部２０１７（平成29）年５月ｐ２
(13）米澤貴史「教科横断的なカリキュラムや授業をどのよう
に構想するか～パターン・ランゲージを用いたカリキュラ
ム展開～」「子どもと教育を考えるシンポジウム＠世田
谷「つながり」を生かした学校づくり』国士舘大学文
学部２０１７（平成29）年１０月ｐ９
(14）助川晃洋「学校教育における社会関係資本の活用に向
けて－課題と展望一」「子どもと教育を考えるシンポジウ
ム＠世田谷「つながり」を生かした学校づくり」国士
舘大学文学部２０１７（平成29）年１０月ｐ1４
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参考文献
春日市教育委員会・春日市小中学校編箸『市民とともに歩み
続けるコミュニティ・スクール「社会に開かれた教育課
程」の推進」ぎようせい２０１７（平成29）年
奈須正裕「「資質・能力」と学びのメカニズム」東洋館出版
社２０１７（平成29）年
吉富芳正編「「社会に開かれた教育課程」と新しい学校づく
り」ぎようせい２０１７（平成29）年
吉富芳正・明石要一・村川雅弘ほか「「社会に開かれた教育課
程」を考える」ざようせい２０１６（平成28）年
トニー・ワグナー箸陳玉玲訳『未来の学校テスト教育は限
界か」玉川大学出版部２０１７（平成29）年
これらに加えて、例えば「初等教育資料」、『教職研修」（教
育開発研究所)、「総合教育技術」（小学館)、『月刊プリンシパ
九
ル」（学事出l仮）等の特集記事を参照した。
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執筆分担
Ｉ、Ⅱ、Ⅳは助川、Ⅲは坂本が単独で執筆した。ただしすべて
の原稿が出揃った段階で、共著者間で検討・協議を行い、いくつ
かの加除修正を含めて全体を調整し、完成稿とした。
一
－
○
